
2023 年 11 月 10 日 

各 位 

会 社 名   いすゞ自動車株式会社 

代表者名  取締役社長 COO 南 真介 

（コード：7202、東証プライム）

問合せ先 広報部長   相川 貴之 

（TEL.045-299-9099） 

 連結子会社の異動（子会社株式の譲渡）に関するお知らせ 

当社は、本日開催の取締役会及び経営会議において、スパークス・グループ株式会社（以下「スパークス」）

が無限責任組合員をつとめる日本モノづくり未来投資事業有限責任組合（以下「日本モノづくり未来ファンド」）

が発行済株式の全てを所有する ARTS-１株式会社（以下「公開買付者」）及び当社の連結子会社である株式会社

ＩＪＴＴ（以下「ＩＪＴＴ」）との間で、公開買付者によるＩＪＴＴに対する公開買付け（以下「本公開買付

け」）への不応募並びに本公開買付けの成立を条件とするＩＪＴＴの株主を当社及び公開買付者のみとするた

めの普通株式の株式併合（以下「本株式併合」）及びＩＪＴＴの自己株式取得（以下「本自己株式取得」）によ

る当社が所有する全てのＩＪＴＴの普通株式の譲渡（以下「本株式譲渡」）を通じた公開買付者によるＩＪＴ

Ｔの完全子会社化取引（以下「本取引」）等に係る下記１記載の二者間契約書及び三者間契約書（以下「本最

終契約」）を承認する決議をし、締結しましたので、お知らせいたします。 

なお、本株式譲渡により、ＩＪＴＴは当社の連結子会社から外れる予定です。本取引や本公開買付けの詳細

につきましては、公開買付者の本日付プレスリリース「株式会社ＩＪＴＴ（証券コード：7315）の普通株式に

対する公開買付けの開始に関するお知らせ」及びＩＪＴＴの本日付プレスリリース「ARTS-１株式会社による

当社株式に対する公開買付けに関する賛同の意見表明及び応募推奨のお知らせ」をご参照ください。 

本取引を通じたＩＪＴＴの非公開化は、日本モノづくり未来ファンドを通じた、スパークスからの人財派遣・

紹介を含む生産現場の改善や、経営管理・生産管理体制の強化を含む施策を通じたＩＪＴＴの企業価値向上が

期待されるものと考えています。 

１． 本取引の目的及び背景等 

当社は、グループ全体の企業価値向上や資本効率の観点から、ＩＪＴＴとの事業・資本関係の在り方、中長

期的な事業戦略及びガバナンス体制の強化に関して、継続的にあるべき姿の検討を進めてまいりました。 



 スパークスは、1989 年創業、現在は東京証券取引所プライム市場に上場しています。日本における優れた技

術・人財・サービスを有する国内のモノづくり企業に投資し、TPS（トヨタ生産方式）や経営戦略の策定等によ

り支援、企業の持続的な成長を通じて、日本のモノづくりの発展に寄与することで、社会に貢献することを目

的として、トヨタ自動車株式会社を含む出資者からの出資を受けて 2020 年 12 月に日本モノづくり未来ファン

ドが設立されました。2022 年２月 10 日、スパークスより当社に対して、本取引の実施に関する初期的な提案

がなされ、両社間でＩＪＴＴの戦略及び今後の対応方針を継続的に検討してまいりました。そして 2022 年 12

月 28 日に、当社、ＩＪＴＴ及びスパークス間にて協議を行い、ＩＪＴＴからスパークスに対して、ＩＪＴＴ

としても本取引の実施可能性につき、検討する旨の回答がされました。これを受け、ＩＪＴＴは、2023 年１月

31 日付で、スパークスから、スパークスがＩＪＴＴ株式の取得について関心を有している旨の初期的提案書を

受領し、以降議論を重ねて、今日に至っております。 

当社は、スパークスからの初期的提案書を受領後、2023 年２月中旬から 2023 年４月中旬までの間、ＩＪＴ

Ｔ及びスパークスと本取引の実施及び取引ストラクチャーの詳細を含めた取引条件について協議・交渉を重ね





（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 水谷 光太 

（４） 事 業 内 容 
ＩＪＴＴの普通株式を取得及び所有し、ＩＪＴＴの事業活動を支配及

び管理すること 

（５） 資 本 金 50,000 円（2023 年 11 月 10 日現在）（注） 

（６） 設 立 年 月 日 2023 年４月 10日 

（７） 

大株主及び持株比率 

（2023 年 11 月 10 日 

現在） 

日本モノづくり未来投資事業有限責任組合  100.00％ 

（８） 当社と当該会社の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 



５． 日程 

（１） 取締役会・ 

経営会議決議日 
2023 年 11 月 10 日 

（２） 本最終契約の締結日 2023 年 11 月 10 日 

（３） 本 公 開 買 付 期 間 2023 年 11 月 13 日から 2023 年 12 月 25 日（予定） 

（４） 本 株 式 併 合 の   

効 力 発 生 日 
2024 年３月頃（予定） 

（５） 本株式譲渡の実行日 2024 年３月頃（予定） 

 

６． 今後の見通し 

本取引により、60 億円程度の事業再編関連損失の計上を見込んでおります。なお、本日公表した業績予想

には既に織り込み済みです。また、本取引後もＩＪＴＴは、引き続き当社の重要なサプライヤーの一社とし

て取引を継続することから、当社の生産体制に影響はございません。 

 

以 上 


